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学校側がその内容を独自に定め、それを発信して

いくことは、学校が自らの対応を自律的に規定し、見

直し、対外的な理解を得ることで、自律的な学校経営

を可能とすることにもつながり得る。 
ただし本研究はあくまでも一区に限った事例から

の考察であり、またインタビューについても主とし

て管理職を対象としたため、他の一般的な教員につ

いての調査は行っていない。「学校いじめ防止基本方

針」に関する事例の調査研究はまだ少なく、今後さら

にその実態が明らかにされることを期待したい。 
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1. はじめに 

 

1-1. 本論文の背景 

 2004 年の国立大学法人化後、国立大学財政は厳し

い状況に置かれている。中核を占める国立大学法人

運営費交付金は減少の一途を辿り、競争的資金の割

合が増加していることは広く知られている。また、運
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営費交付金内部の競争的に配分される割合も増加し

ており、2019 年度は運営費交付金全体の約 1 割（約

1000 億円）が大学間で競争的に再配分されている。

さらに、2022 年度からの第 4 期中期目標期間では配

分ルールのさらなる見直しが予定されている。この

ような状況に鑑みれば、国立大学財政は重要なイシ

ューであると言える。 
国立大学財政については、高等教育財政への関心

の高まりの中で、1980 年代後半から様々な研究がな

されてきている（島 2014:115）。また、2004 年の法人

化前後から、国立大学財務に関する研究も急速に蓄

積されてきている（島 2014:120）。前者の国立大学財

政に関する研究について言えば、主な関心は政策内

容に向けられてきた。後者の国立大学財務に関する

研究も、広く見れば国立大学財政の政策内容の帰結

と捉えることができる。すなわち、国立大学財政の政

策内容とその帰結については法人化以降多くの関心

が向けられ、研究が蓄積されてきたと言える。 
一方で、国立大学財政の政策内容がいかにして形

成・決定されているのかに関する研究、すなわち政策

過程に関する研究も重要であると考えられる。上述

の政策内容に関する研究は、国立大学財政に関する

諸制度（例えば運営費交付金）の構造的問題や、それ

が国立大学に与える影響を明らかにすることを通し

て、政策内容に関する示唆を与えている。ただし、こ

れら政策内容に関する研究は、決定された政策をい

わば所与のものとするものである。それに対し政策

過程に関する研究は、その政策が産出されるまでの

各段階におけるアクターの役割、アクター同士の相

互作用に注目し、政策をめぐる動態的な過程を明ら

かにするものであり（岩崎正洋 2012:12）、「なぜ／ど

のようにその政策が採用されるに至ったのか」を問

い直すことを可能にする点で重要であると考えられ

る。 
しかし、上述した政策内容に関する研究に比べて、

法人化後の国立大学財政の政策過程に関する研究の

蓄積は極めて少ない。限られた研究も、ほとんどが事

例の経過を時系列順に述べるに留まっている。また

それら研究の中では、先行研究の体系的な検討はほ

とんどなされていないため、国立大学財政の政策過

程に関する研究全体の動向も明らかになっていない

といった課題がある。 
  
1-2. 本論文の目的と意義 

そこで本論文では、法人化以後の国立大学財政に

関して、その数は少ないものの、主に政策過程を扱っ

た研究についてレビューを行う。これを踏まえ、国立

大学財政の政策過程研究に関する今後の課題を提示

することを目的とする。 
具体的な構成は以下の通りである。本章では、本論

文の背景・目的・意義を述べた。第 2 章では、第 3 章

の理解のため、法人化後の国立大学財政の概要を、制

度面を中心に簡単に確認した上で、政策内容に関す

る近年の研究の動向を確認しておく。第 3 章では、

国立大学財政の政策過程に関する研究を概観し、既

存の研究で何が明らかになっているのかを整理する。

これを踏まえ第 4 章では、政策過程に関する先行研

究の現状を総括し、課題を提示した上で研究の展望

を述べる。 
本論文の意義は以下の 2 点である。 
第 1 に、高等教育研究の内、国立大学財政研究に

貢献する。高等教育政策の過程研究は極めて重要な

課題とされてきたが（金子 1993:193）、2000 年代前半

まではほとんどその蓄積がなく（橋本 2008:15）、よう

やく 2000 年代後半から蓄積が着実に増え、様々な対

象・モデルが取り上げられるようになっている（橋本

2014:58-60）。しかし、国立大学財政の政策過程に関す

る研究は、前述したように事実を時系列順に記述す

るものがほとんどであり、学術的研究の対象として

十分に意識されてこなかったと考えられる。本論文

は、それら研究の現状を整理し、課題と研究の展望を

提示する点で、国立大学財政の政策過程に関する研

究に貢献する。 
第 2 に、国立大学財政の政策改善につながりうる

点でも意義を有する。国立大学財政に関しては上述

したように、政策内容に関する知識（in の知識）が蓄

積されてきたが、政策過程に関する知識（of の知識）

は、in の知識を適切に政策過程に投入し、政策改善を

可能にするために求められる（秋吉 2015a:23）。政策

過程に関する知識の現状を把握した上で、その課題

を提示する本論文は、直接政策改善を志向するもの

ではない。しかし、「in の知識」の適切な投入のため
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営費交付金内部の競争的に配分される割合も増加し

ており、2019 年度は運営費交付金全体の約 1 割（約

1000 億円）が大学間で競争的に再配分されている。

さらに、2022 年度からの第 4 期中期目標期間では配

分ルールのさらなる見直しが予定されている。この

ような状況に鑑みれば、国立大学財政は重要なイシ

ューであると言える。 
国立大学財政については、高等教育財政への関心

の高まりの中で、1980 年代後半から様々な研究がな

されてきている（島 2014:115）。また、2004 年の法人

化前後から、国立大学財務に関する研究も急速に蓄

積されてきている（島 2014:120）。前者の国立大学財

政に関する研究について言えば、主な関心は政策内

容に向けられてきた。後者の国立大学財務に関する

研究も、広く見れば国立大学財政の政策内容の帰結

と捉えることができる。すなわち、国立大学財政の政

策内容とその帰結については法人化以降多くの関心

が向けられ、研究が蓄積されてきたと言える。 
一方で、国立大学財政の政策内容がいかにして形

成・決定されているのかに関する研究、すなわち政策

過程に関する研究も重要であると考えられる。上述

の政策内容に関する研究は、国立大学財政に関する

諸制度（例えば運営費交付金）の構造的問題や、それ

が国立大学に与える影響を明らかにすることを通し

て、政策内容に関する示唆を与えている。ただし、こ

れら政策内容に関する研究は、決定された政策をい

わば所与のものとするものである。それに対し政策

過程に関する研究は、その政策が産出されるまでの

各段階におけるアクターの役割、アクター同士の相

互作用に注目し、政策をめぐる動態的な過程を明ら

かにするものであり（岩崎正洋 2012:12）、「なぜ／ど

のようにその政策が採用されるに至ったのか」を問

い直すことを可能にする点で重要であると考えられ

る。 
しかし、上述した政策内容に関する研究に比べて、

法人化後の国立大学財政の政策過程に関する研究の

蓄積は極めて少ない。限られた研究も、ほとんどが事

例の経過を時系列順に述べるに留まっている。また

それら研究の中では、先行研究の体系的な検討はほ

とんどなされていないため、国立大学財政の政策過

程に関する研究全体の動向も明らかになっていない

といった課題がある。 
  
1-2. 本論文の目的と意義 

そこで本論文では、法人化以後の国立大学財政に

関して、その数は少ないものの、主に政策過程を扱っ

た研究についてレビューを行う。これを踏まえ、国立

大学財政の政策過程研究に関する今後の課題を提示

することを目的とする。 
具体的な構成は以下の通りである。本章では、本論

文の背景・目的・意義を述べた。第 2 章では、第 3 章

の理解のため、法人化後の国立大学財政の概要を、制

度面を中心に簡単に確認した上で、政策内容に関す

る近年の研究の動向を確認しておく。第 3 章では、

国立大学財政の政策過程に関する研究を概観し、既

存の研究で何が明らかになっているのかを整理する。

これを踏まえ第 4 章では、政策過程に関する先行研

究の現状を総括し、課題を提示した上で研究の展望

を述べる。 
本論文の意義は以下の 2 点である。 
第 1 に、高等教育研究の内、国立大学財政研究に

貢献する。高等教育政策の過程研究は極めて重要な

課題とされてきたが（金子 1993:193）、2000 年代前半

まではほとんどその蓄積がなく（橋本 2008:15）、よう

やく 2000 年代後半から蓄積が着実に増え、様々な対

象・モデルが取り上げられるようになっている（橋本

2014:58-60）。しかし、国立大学財政の政策過程に関す

る研究は、前述したように事実を時系列順に記述す

るものがほとんどであり、学術的研究の対象として

十分に意識されてこなかったと考えられる。本論文

は、それら研究の現状を整理し、課題と研究の展望を

提示する点で、国立大学財政の政策過程に関する研

究に貢献する。 
第 2 に、国立大学財政の政策改善につながりうる

点でも意義を有する。国立大学財政に関しては上述

したように、政策内容に関する知識（in の知識）が蓄

積されてきたが、政策過程に関する知識（of の知識）

は、in の知識を適切に政策過程に投入し、政策改善を

可能にするために求められる（秋吉 2015a:23）。政策

過程に関する知識の現状を把握した上で、その課題

を提示する本論文は、直接政策改善を志向するもの

ではない。しかし、「in の知識」の適切な投入のため
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の「of の知識」の改善の方向性を示すものであり、政

策改善に間接的に貢献しうると言える。 
 
2. 国立大学財政の政策内容 

 
本章では、法人化後の国立大学財政の概要を確認

するが、それに先立って本稿で扱う「国立大学財政」

の指す範囲を明確にしておく。島（2012）は、市川

（2008）の高等教育財政の定義を援用し、国立大学財

政を「国が国立大学に関する目的を達成するために

必要な財源を確保し、公教育経費として配分するこ

と」と定義している（島 2012:49-50）。この定義に従

えば、差し当たり、①運営費交付金、②各種の補助金

の配分が国立大学財政に該当すると考えられる。 
その他に島（2012）は、これらに加え、「国立大学

財政のあり方を考えるうえで、必要不可欠」であると

し、（国立大学の）授業料収入、入学金収入、検定料

収入、附属病院収入、受託研究等収入、受託事業等収

入、寄付金収入に加え、科研費も分析の範囲に含めて

いる（島 2012:50,52）。確かにこれらは、島が述べる

通り国立大学財政のあり方に関連する収入ではある

ものの、科研費以外の収入は国が直接配分する経費

ではなく、国立大学財務に関するイシューとしての

側面が強い。また科研費は後述のように、財政支出に

おける基盤的経費（運営費交付金）とのバランス、間

接経費の措置といった点で国立大学財政と密接に関

連するものであるが、一般的には科学技術政策に分

類される。このため、本稿における国立大学財政の定

義にはここでは含めない。 
また、各種の補助金については、国立大学のみを対

象としたもの（例：国立大学改革強化推進補助金）と、

公立・私立大学も含めた全大学を対象としたもの

（例：21 世紀COE プログラム）があるが、上の定義

に従って、本稿では前者のみを対象とすることにす

る。 
これらを踏まえ、以下では運営費交付金・各種補助

金の制度の概要を中心に確認することとする（2-1）。
また、国立大学財政の政策内容に関する先行研究の

近年の研究動向も簡単に整理しておく（2-2）。 
 
 

2-1. 国立大学財政の概要 

 本節では、国立大学財政の概要を、運営費交付金の

概要（2-1-1）とその配分ルールの変遷（2-1-2）、国立

大学を対象とした補助金（2-1-3）の順に簡単に確認

しておく。 
 
2-1-1. 運営費交付金の概要 

 国立大学財政の中核的位置を占めるのが国立大学

運営費交付金である。運営費交付金は、各国立大学が

安定的・持続的に教育研究活動を行うための経費と

され（文部科学省 2015）、主に人件費や教員研究費、

日常的な施設運営費等に用いられる。この他、大学間

で競争的に配分される部分（後述）、退職金等の経費

に用いられる部分がある。また、額としては、2020 年

度予算では 1 兆 807 億円が計上されている。これは

文科省の予算のうち約 2 割を占め、義務教育費国庫

負担金に次ぐ額の支出である（文部科学省 2020）。運

営費交付金は、基本的には前年度予算に基づいて配

分されるが 1、これまでに一定率の削減、国立大学間

での競争的配分の導入が行われてきた（次項で詳述）。

この他、中期目標期間 2ごとの国立大学法人評価の結

果が、次期以降の中期目標期間における運営費交付

金の算定に反映される仕組みとなっている 3。 
  
2-1-2. 運営費交付金の配分ルールの変遷 

運営費交付金の配分ルールは、主に中期目標期間

ごとに若干の見直しが行われている。以下、次章の内

容と一部重複する部分があるが、先に概要を述べて

おく。 
まず、第 1 期中期目標期間では、全ての国立大学

について毎年 1%の削減（効率化係数、ただし大学設

置基準上必要な教職員の人件費は対象外）、病院分の

運営費交付金について毎年 2%の削減（経営改善係数、

病院を設置している国立大学が対象）が行われた 4。

一方、これを補うために、プロジェクトの公募・審査

を経て配分される「特別教育研究経費」が措置された。 
続く第 2 期は、第 1 期の効率化係数が「大学改革

促進係数」に改められ、病院の設置有無に応じた削減

率（病院なし 1.0%、病院あり 1.3%、病院交付金あり

1.6%）による削減が行われた（設置基準上必要な人件

費については第 1 期と同様に対象外）。また、この削
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減分は各大学のプロジェクトに応じて競争的に配分

される「特別経費」の財源の一部に充当された 5。 
 第 3 期は再び配分ルールが改められ、第 2 期の大

学改革促進係数に代わって「機能強化促進係数 6」が

設定された。第 3 期においては、各国立大学は機能

強化の方向性を踏まえ、文科省の設定した 3 つの「重

点支援」の枠組みのうち 1 つを選択し、各大学の提

出した取組構想についての進捗の評価によって、機

能強化促進係数による拠出分の再配分が行われるこ

ととされた。また、第 2 期の特別経費のうち「大学改

革共通課題分 7」を引き継ぐ形で、高等教育に関する

政策課題に関する取り組みを支援する枠組みも設け

られ、対象となる取組構想を選定の上、各大学に配分

がなされることとされた 8（文部科学省 2015:9-12）。 
 

2-1-3. 国立大学を対象とした補助金 

 国立大学を対象とした主な補助金としては、改革

強化推進補助金（2012 年度～）、機能強化促進補助金

（2017 年度～）が挙げられる。 
 前者の改革強化推進補助金は、民主党政権下で新

設された補助金であり、「教育研究組織の再編成や外

国人や実務家等の教員や役員への登用拡大、地域別・

機能別の大学群形成に向けた連合・連携、効率的な大

学運営のための事務処理等の共同化」などの改革を

促進する取り組みに対する経費を補助するものであ

る 9。後者の機能強化促進補助金は、上述した運営費

交付金の「重点支援」に加え、意欲的な教育研究組織

整備等を支援するものである 10。2020 年度予算にお

ける予算額は、前者は 47 億円 11、後者は 89 億円であ

る 12。 
 

2-2. 政策内容に関する研究の動向 

次章ではこれら制度を中心に国立大学財政の政策

過程に関する研究を整理するが、本節では政策内容

に関する研究の動向を、既存のレビューを参考にし

つつ簡単に確認しておく。 
国立大学財政に関して数多くの知見を提供してき

たのは旧国立大学財務・経営センターである。既存の

レビューのうち国立大学財政・財務を包括的に扱っ

ている島（2014）は、国立大学財務に関する研究の蓄

積に同センターが果たした役割の大きさを指摘して

いるが（島 2014:120）、国立大学財政に関しても同様

である。そのうち国立大学に対する資金配分を扱っ

た主なものに絞ると、効率化係数・経営改善係数が大

学間格差に与える影響を分析した島（2007a）、競争的

資金も含めて大学間（・大学内）配分の実態を論じた

島（2007b）、法人化前からの国立大学財政の変化を教

育研究活動基盤の観点から論じた阿曽沼（2009）、法

人化後の国立大学における、基盤的資金における変

化と競争的資金への移行を分析した浦田（2010）が挙

げられる。 
同センター以外に目を向ければ、高等教育市場の

構造的問題を整理する中で、運営費交付金と教員・学

生数の関係を分析している土井（2007）、運営費交付

金の配分の決定要因を分析した中村・赤井・妹尾

（2009）、運営費交付金の問題点を指摘した上で業績

連動型交付金も含めた配分の方策を提示した田中

（2009）などがある。近年では、予算額の推移から高

等教育政策の変化を論じた坂野（2013）、国立大学財

政・財務の変化が大学進学機会に与えうる影響を、授

業料上昇の観点から論じた朴澤（2016）、国立大学財

政の構造変化が人材育成・研究者の養成に与える影

響を論じた水田（2018）、機能強化政策の動向を予算

額を用いて分析した松本（2019）などが挙げられよう。 
以上で挙げた研究は国立大学財政の政策内容のう

ち、運営費交付金等の制度に基づく配分の実態やそ

の影響に関するものである。一方制度の内容そのも

のについては、第 1 期から第 3 期中期目標期間に至

るまでの変遷を整理した張（2016）のほか、第 1 期中

期目標期間の制度設計や状況を取り上げた岩崎保道

（2011）、国立大学改革全体の流れを整理した義本

（2015）、第 3 期中期目標期間における運営費交付金

の配分ルールの見直しに触れた中村（2015）がある。 
以上のように、国立大学財政の政策内容に関して

は、資金配分の実態とその影響を中心として様々な

観点から分析が行われ、制度の内容に関しても整理

がなされている。 
 
3. 国立大学財政の政策過程に関する研究の現状 

 

 本章では、国立大学財政の政策過程に関する研究

のレビューを行う。対象とするのは、①運営費交付金、
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減分は各大学のプロジェクトに応じて競争的に配分

される「特別経費」の財源の一部に充当された 5。 
 第 3 期は再び配分ルールが改められ、第 2 期の大

学改革促進係数に代わって「機能強化促進係数 6」が

設定された。第 3 期においては、各国立大学は機能

強化の方向性を踏まえ、文科省の設定した 3 つの「重

点支援」の枠組みのうち 1 つを選択し、各大学の提

出した取組構想についての進捗の評価によって、機

能強化促進係数による拠出分の再配分が行われるこ

ととされた。また、第 2 期の特別経費のうち「大学改

革共通課題分 7」を引き継ぐ形で、高等教育に関する

政策課題に関する取り組みを支援する枠組みも設け

られ、対象となる取組構想を選定の上、各大学に配分

がなされることとされた 8（文部科学省 2015:9-12）。 
 

2-1-3. 国立大学を対象とした補助金 

 国立大学を対象とした主な補助金としては、改革

強化推進補助金（2012 年度～）、機能強化促進補助金

（2017 年度～）が挙げられる。 
 前者の改革強化推進補助金は、民主党政権下で新

設された補助金であり、「教育研究組織の再編成や外

国人や実務家等の教員や役員への登用拡大、地域別・

機能別の大学群形成に向けた連合・連携、効率的な大

学運営のための事務処理等の共同化」などの改革を

促進する取り組みに対する経費を補助するものであ

る 9。後者の機能強化促進補助金は、上述した運営費

交付金の「重点支援」に加え、意欲的な教育研究組織

整備等を支援するものである 10。2020 年度予算にお

ける予算額は、前者は 47 億円 11、後者は 89 億円であ

る 12。 
 

2-2. 政策内容に関する研究の動向 

次章ではこれら制度を中心に国立大学財政の政策

過程に関する研究を整理するが、本節では政策内容

に関する研究の動向を、既存のレビューを参考にし

つつ簡単に確認しておく。 
国立大学財政に関して数多くの知見を提供してき

たのは旧国立大学財務・経営センターである。既存の

レビューのうち国立大学財政・財務を包括的に扱っ

ている島（2014）は、国立大学財務に関する研究の蓄

積に同センターが果たした役割の大きさを指摘して

いるが（島 2014:120）、国立大学財政に関しても同様

である。そのうち国立大学に対する資金配分を扱っ

た主なものに絞ると、効率化係数・経営改善係数が大

学間格差に与える影響を分析した島（2007a）、競争的

資金も含めて大学間（・大学内）配分の実態を論じた

島（2007b）、法人化前からの国立大学財政の変化を教

育研究活動基盤の観点から論じた阿曽沼（2009）、法

人化後の国立大学における、基盤的資金における変

化と競争的資金への移行を分析した浦田（2010）が挙

げられる。 
同センター以外に目を向ければ、高等教育市場の

構造的問題を整理する中で、運営費交付金と教員・学

生数の関係を分析している土井（2007）、運営費交付

金の配分の決定要因を分析した中村・赤井・妹尾

（2009）、運営費交付金の問題点を指摘した上で業績

連動型交付金も含めた配分の方策を提示した田中

（2009）などがある。近年では、予算額の推移から高

等教育政策の変化を論じた坂野（2013）、国立大学財

政・財務の変化が大学進学機会に与えうる影響を、授

業料上昇の観点から論じた朴澤（2016）、国立大学財

政の構造変化が人材育成・研究者の養成に与える影

響を論じた水田（2018）、機能強化政策の動向を予算

額を用いて分析した松本（2019）などが挙げられよう。 
以上で挙げた研究は国立大学財政の政策内容のう

ち、運営費交付金等の制度に基づく配分の実態やそ

の影響に関するものである。一方制度の内容そのも

のについては、第 1 期から第 3 期中期目標期間に至

るまでの変遷を整理した張（2016）のほか、第 1 期中

期目標期間の制度設計や状況を取り上げた岩崎保道

（2011）、国立大学改革全体の流れを整理した義本

（2015）、第 3 期中期目標期間における運営費交付金

の配分ルールの見直しに触れた中村（2015）がある。 
以上のように、国立大学財政の政策内容に関して

は、資金配分の実態とその影響を中心として様々な

観点から分析が行われ、制度の内容に関しても整理

がなされている。 
 
3. 国立大学財政の政策過程に関する研究の現状 

 

 本章では、国立大学財政の政策過程に関する研究

のレビューを行う。対象とするのは、①運営費交付金、
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②国立大学を対象とした補助金、に関して政策過程

の記述がある研究・論文である。なお、関係するアク

ターまたはアリーナに言及のあるものであっても、

単に制度の変遷を整理する、ないし概要を説明した

ものは対象に含めていない。 
冒頭でも述べたが、国立大学財政の政策過程を対

象とした研究は非常に少ない上、数少ない研究も、あ

る特定の時期の政策過程を時系列順に記述したもの

がほとんどであり、研究の類型別に分けることがで

きない。そのため以下では、法人化から現在に至るま

でを、法人化前後～政権交代前、民主党政権、第 2 次

安倍政権に区分し、まずこれら時期毎に先行研究の

内容を整理した後（3-1～3-3）、政策過程におけるア

クターおよびアリーナに着目した整理を行う（3-4）。 
 
3-1. 法人化前後～政権交代前 

 この時期の主なイシューは、第 1 期中期目標期間

における運営費交付金の配分ルール策定である（3-1-
1）。また、2007 年の高等教育財政を巡る議論が先行

研究では取り上げられている（3-1-2）。後者は具体的

な制度策定の過程ではないものの、当該時期のアリ

ーナ・アクター等に関する情報として取り上げてお

く。 
 

3-1-1. 第 1期中期目標期間の配分ルール策定（2003

年～2005年） 

第 1 期中期目標期間の運営費交付金の配分ルール

策定を扱っているのは、大﨑（2011）、毎日新聞「幻

の科学技術立国」取材班（2019）である 13。 
国立大学法人化の検討過程を扱った代表的な研究

である大﨑（2011）では、第 1 期中期目標期間の配分

ルールが決定されるまでの過程が整理されている。

大﨑によれば、第 1 期の配分ルールに関しては、文

科省と財務省との間で 2%のシーリングの対象とす

るか否か、他の独立行政法人と同様に 1%の効率化係

数を適用するか否かに関して折衝が行われていた。

2003 年 10 月にこれを伝えられた国立大学協会（以下

「国大協」とする）は、2004 年度の予算編成過程に

おいて第 1 期中期目標期間に渡るルールが決定され

ようとしていることに強く反発し、法人化にあたっ

ての学長指名の返上も辞さないとして、国会議員へ

の働きかけ、文科大臣への見直しを求める要望書の

提出を行った。その結果、2004 年度は実質前年度以

上の予算額が確保されたが、2005 年度以降は 1%の

効率化係数（病院分の運営費交付金には 2%の経営改

善係数）を適用するとともに、削減分を「特別教育研

究経費」で競争的に配分することとなったと述べて

いる（大﨑 2011:142-149）。 
 毎日新聞「幻の科学技術立国」取材班（2019）も同

じく、第 1 期中期目標期間の配分ルールの決定過程

に触れている。事実については前節の大﨑（2011）と
重複する内容が多いが、第 2 期科学技術基本計画の

策定過程の影響を指摘している点が特徴的である。

同取材班によれば、第 2 期科学技術基本計画（2001
年）の策定過程では、競争的資金における間接経費の

導入が焦点となった。旧科技庁は旧文部省・旧通産省

と連携して間接経費の導入を主張したが、旧大蔵省

はこれに反対し、導入の条件として国立大学の基盤

経費の全廃を主張した。交渉の結果、間接経費の導入

を認める代わりに、第 2 期基本計画には基盤経費の

在り方を検討する趣旨の文言 14が入ることとなった。

法人化後の運営費交付金の削減はこの一連の経緯の

延長線上にあるものであり、「国立大学の基盤経費全

廃を目論んで果たせなかった財務当局が逆襲した形」

であると述べている 15（毎日新聞「幻の科学技術立国」

取材班 2019:171-175）。 
続く2005年度の予算編成過程における議論を取り

上げているのが田中・佐藤・田原（2018）である。田

中らによれば、2005 年度予算の編成にあたり、財務

省が運営費交付金削減を検討していることに対し、

国大協は総会を開催して抗議を表明、国会議員への

働きかけを行った。その結果、（再度）検討されてい

た 2%のシーリングは取り下げられたが、1%の効率

化係数の適用と、病院分の運営費交付金に 2%の経営

改善係数がかけられることとなり、削減分は「特別教

育研究経費」として配分されることとなった 16（田

中・佐藤・田原 2018:326-328）。 
 

3-1-2. 2007年の諸会議における議論 

小林（2015）、丸山（2009）は第 1 次安倍政権下の

2007 年に、内閣府等の諸会議において行われた議論

を取り上げている。 
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小林（2015）は、第 1 次安倍政権下の 2007 年に、

経済財政諮問会議において、大学の努力と成果に応

じた「選択と集中」による運営費交付金の配分が提言

されるようになったことを述べている 17。また、その

後の教育再生会議第二次報告（2007 年 6 月）には、

「選択と集中による重点投資」「多様な財源の確保へ

の努力」「評価に基づく効率的な資源配分」を高等教

育財政の基本とすることや、国立大学法人評価を活

用した運営費交付金の傾斜配分の導入など、経済財

政諮問会議の議論を反映した内容が盛り込まれたこ

とを述べている（小林 2015:24-25）。 
丸山（2009）も、高等教育財政の在り方についての

議論が2007年に入って突如なされるようになったと

指摘する。丸山（2009）は上述の経済財政諮問会議、

教育再生会議に加え、総合科学技術会議、イノベーシ

ョン 25 戦略会議、規制改革会議、財政制度等審議会

においても、国立大学財政を含めたファンディング

の議論がなされたことを指摘している。ただし、基盤

的経費、公財政支出削減への動きには文科大臣、地方

国立大学を抱える知事、国大協から反対の声が上げ

られたこともあり、「骨太 2007」においては「基盤的

経費の確実な措置」という文言が盛り込まれ、2008 年

の教育振興基本計画にも同様の文言が見られると述

べる（丸山 2009:20-21）。 
 

3-2. 民主党政権 

 民主党政権下では、第 2 期中期目標期間における

運営費交付金の配分ルール策定が行われ（3-2-1）、「国

立大学改革強化推進補助金」が新設された（3-2-2）。 
 

3-2-1. 第 2期中期目標期間の配分ルール策定（2009

年～2010年） 

この配分ルール策定に関して述べているのは光本

（2016）である。光本によれば、行政刷新会議による

2009 年の事業仕分けにおいて、運営費交付金は「国

立大学のあり方を含めた見直し」が必要だと判定さ

れた。この結果、病院運営費交付金の有無に応じた

「大学改革促進係数」による削減が行われることと

なった 18（光本 2016:39）。 
 
 

3-2-2. 改革強化推進補助金の新設 

民主党政権下では、国立大学改革強化推進補助金

が新設された（2012 年度～）。これについては光本

（2016）、福島（2014）、田中・佐藤・田原（2018）に

言及がある。 
光本（2016）は、上述の運営費交付金の配分ルール

と同様、事業仕分けの帰結として、まず 2011 年度に

「国立大学改革促進補助金」が設けられたとする。こ

の補助金は、「採択事業に関して財務省の同意が得ら

れないという理由で実に51億円が年度内未執行にな」

り、これに続いて 2012 年度に同補助金が設けられた

と述べる（光本 2016:39）。 
福島（2014）は、2011 年に行われた提言型政策仕

分けの結果、運営費交付金の算定ルールの見直し等

の政策誘導のあり方が検討されることとなり、2012
年度の予算編成において同補助金が設けられること

となったと述べている（福島 2014:101-102）。 
 田中・佐藤・田原（2018）は一連の過程を、財務省

の影響力を中心に記述している。田中・佐藤・田原

（2018）によれば、2011 年度予算の編成過程におい

て、財務省の神田主計官（当時）と文科省の間で、「時

代の要請に応える人材育成及び限られた資源を効率

的に活用し、全体として質の高い教育を実施するた

め、機能別分化・連携の推進、教育の質保証、組織の

見直しを含めた大学改革を強力に進めることとし、

そのための方策を一年以内を目処として検討し、打

ち出す」という合意がなされた結果、2011 年度の運

営費交付金と施設整備費補助金は2010年度とほぼ同

額が認められた。しかし、2012 年度予算の編成過程

において再び、文科大臣と財務大臣の間で、改革推進

のための施策について更なる整理が必要であるとい

う合意（「今後の国立大学の改革について」）がなされ、

文科省は大学改革タスクフォースを設置して対応し

た。その結果か、運営費交付金は前年度比で減額にな

った一方、改革推進のための新たな誘導財源として、

同補助金が計上されたとする（田中・佐藤・田原

2018:391-392）。 
 

3-3. 第 2次安倍政権 

 この時期の主なイシューは、2016 年度からの第 3
期中期目標期間における運営費交付金の配分ルール
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小林（2015）は、第 1 次安倍政権下の 2007 年に、

経済財政諮問会議において、大学の努力と成果に応

じた「選択と集中」による運営費交付金の配分が提言

されるようになったことを述べている 17。また、その

後の教育再生会議第二次報告（2007 年 6 月）には、

「選択と集中による重点投資」「多様な財源の確保へ

の努力」「評価に基づく効率的な資源配分」を高等教

育財政の基本とすることや、国立大学法人評価を活

用した運営費交付金の傾斜配分の導入など、経済財

政諮問会議の議論を反映した内容が盛り込まれたこ

とを述べている（小林 2015:24-25）。 
丸山（2009）も、高等教育財政の在り方についての

議論が2007年に入って突如なされるようになったと

指摘する。丸山（2009）は上述の経済財政諮問会議、

教育再生会議に加え、総合科学技術会議、イノベーシ

ョン 25 戦略会議、規制改革会議、財政制度等審議会

においても、国立大学財政を含めたファンディング

の議論がなされたことを指摘している。ただし、基盤

的経費、公財政支出削減への動きには文科大臣、地方

国立大学を抱える知事、国大協から反対の声が上げ

られたこともあり、「骨太 2007」においては「基盤的

経費の確実な措置」という文言が盛り込まれ、2008 年

の教育振興基本計画にも同様の文言が見られると述

べる（丸山 2009:20-21）。 
 

3-2. 民主党政権 

 民主党政権下では、第 2 期中期目標期間における

運営費交付金の配分ルール策定が行われ（3-2-1）、「国

立大学改革強化推進補助金」が新設された（3-2-2）。 
 

3-2-1. 第 2期中期目標期間の配分ルール策定（2009

年～2010年） 

この配分ルール策定に関して述べているのは光本

（2016）である。光本によれば、行政刷新会議による

2009 年の事業仕分けにおいて、運営費交付金は「国

立大学のあり方を含めた見直し」が必要だと判定さ

れた。この結果、病院運営費交付金の有無に応じた

「大学改革促進係数」による削減が行われることと

なった 18（光本 2016:39）。 
 
 

3-2-2. 改革強化推進補助金の新設 

民主党政権下では、国立大学改革強化推進補助金

が新設された（2012 年度～）。これについては光本

（2016）、福島（2014）、田中・佐藤・田原（2018）に

言及がある。 
光本（2016）は、上述の運営費交付金の配分ルール

と同様、事業仕分けの帰結として、まず 2011 年度に

「国立大学改革促進補助金」が設けられたとする。こ

の補助金は、「採択事業に関して財務省の同意が得ら

れないという理由で実に51億円が年度内未執行にな」

り、これに続いて 2012 年度に同補助金が設けられた

と述べる（光本 2016:39）。 
福島（2014）は、2011 年に行われた提言型政策仕

分けの結果、運営費交付金の算定ルールの見直し等

の政策誘導のあり方が検討されることとなり、2012
年度の予算編成において同補助金が設けられること

となったと述べている（福島 2014:101-102）。 
 田中・佐藤・田原（2018）は一連の過程を、財務省

の影響力を中心に記述している。田中・佐藤・田原

（2018）によれば、2011 年度予算の編成過程におい

て、財務省の神田主計官（当時）と文科省の間で、「時

代の要請に応える人材育成及び限られた資源を効率

的に活用し、全体として質の高い教育を実施するた

め、機能別分化・連携の推進、教育の質保証、組織の

見直しを含めた大学改革を強力に進めることとし、

そのための方策を一年以内を目処として検討し、打

ち出す」という合意がなされた結果、2011 年度の運

営費交付金と施設整備費補助金は2010年度とほぼ同

額が認められた。しかし、2012 年度予算の編成過程

において再び、文科大臣と財務大臣の間で、改革推進

のための施策について更なる整理が必要であるとい

う合意（「今後の国立大学の改革について」）がなされ、

文科省は大学改革タスクフォースを設置して対応し

た。その結果か、運営費交付金は前年度比で減額にな

った一方、改革推進のための新たな誘導財源として、

同補助金が計上されたとする（田中・佐藤・田原

2018:391-392）。 
 

3-3. 第 2次安倍政権 

 この時期の主なイシューは、2016 年度からの第 3
期中期目標期間における運営費交付金の配分ルール
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策定 19（3-3-1）、2019 年度からの共通指標による再配

分の導入（3-3-2）である。なお、2-1-3 で取り上げた

機能強化促進補助金に関して扱ったものは管見なが

ら見当たらない。 
 

3-3-1. 第 3期中期目標期間の配分ルール策定（2013

年～2015年） 

第 3 期中期目標期間における運営費交付金の配分

ルール改定に言及があるのは福島（2014）、小林

（2015）、光本（2016）である。 
福島（2014）は、第 2 次安倍政権初頭である 2014

年時点の動向について整理している。福島によれば、

2013 年 5 月の教育再生実行会議第三次提言において、

第 3 期中期目標期間における運営費交付金の在り方

の抜本的な見直しを含めた国立大学改革が提言され

た。これを受け、文科省は 9 月、首相直属の産業競争

力会議（雇用・人材分科会）において、改革の工程表

を提示し、各大学との「ミッションの再定義」を実施

しつつ、2013 年 11 月に「国立大学改革プラン」を策

定した（福島 2014:102）。「国立大学改革プラン」には、

その後策定されることになる配分ルール（「重点支

援」）の骨子となる 3 類型が見られる。なお、「国立大

学改革プラン」は民主党政権下で策定された「大学改

革実行プラン」を引き継ぐものであり、政策内容には

継続性が見られる。 
小林（2015）は、国立大学と研究費の一体改革を扱

ったものであるが、「国立大学プラン」策定後の政策

過程に触れている。小林は、教育再生実行会議の第三

次提言に続き、産業競争力会議（特に下部の「新陳代

謝・イノベーションWG」）が中心となって、2014 年

10 月から大学改革の構想を議論していたとする。そ

して同 WG の指示によって文科省が、第 3 期中期目

標期間における運営費交付金の配分ルールを検討す

る検討会を設置して具体的な制度設計を行い、審議

の結果が 2015 年の「国立大学経営力戦略」、「日本再

興戦略改定 2015」に反映されたと述べている。また、

同検討会には、新陳代謝・イノベーション WG の主

査が委員として参加し、会議間の調整を行っていた

ことも指摘している（小林 2015:9-12,26）。 
光本（2016）も、第 3 期中期目標期間の配分ルール

の策定過程における新陳代謝・イノベーション WG

の関与を指摘している（光本 2016:42）。 
なお、教育再生実行会議の第三次提言とその議論

より先に産業競争力会議での議論が行われていたこ

とからすれば、この配分ルール策定の議論を主導し

ていたのは産業競争力会議であると見るほうが適切

であろう 20。 

 
3-3-2. 共通指標による再配分の導入（2018年～2019

年） 

2019 年度から導入された、共通指標による再配分

の政策過程を整理しているのは竹内（2019）、林（2019）
である。 
竹内（2019）によれば、経済財政諮問会議による「骨

太の方針 2018」で国立大学に対する財政支援のメリ

ハリ付けが求められたことを受け、文科省は 2019 年

度の概算要求において、2016 年度から行っている重

点支援枠の増額、再配分に用いるための経営面に関

する共通指標の導入等を掲げた。しかし財務省の財

政制度等審議会財政制度分科会は、文科省の概算要

求を大幅に上回る 1,000 億円程度を評価に基づいて

傾斜配分すること、教育面・研究面を含めた共通指標

を用いた評価を行うことを要求した。国大協はこれ

に対して反対の声明を出し、文科大臣も国会審議で

慎重な姿勢を見せていたものの、12 月の総合科学技

術・イノベーション会議における首相発言により、財

政制度等審議会の要求に概ね従った形の配分ルール

となることが確定路線となったとする（竹内 2019:70-
72）。 
 林（2019）も同様に、2018 年度前半に政府諸会議

の政策文書（「骨太 2018」、「未来投資戦略 2018」、「統

合イノベーション戦略 2018」）に「評価を通じたメリ

ハリある配分によるインセンティブの仕組み」を検

討・導入することが盛り込まれ、その後財政制度等審

議会において、評価に基づき配分する額の 1,000 億円

程度への拡大が提言されたことを述べている（林

2019:64）。また林は、国大協が 2019 年 1 月から、評

価のあり方について検討会を設置して議論を行い、

「第4期中期目標期間における国立大学法人の教育・

研究に関する客観的指標等の在り方について（論点

整理）」を 2019 年 6 月に公表したことも指摘してい

る（林 2019:65）。 
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3-4. 小括 

 以上、国立大学財政に関する政策過程を扱った先

行研究を概観した。前節までの時期ごとに、政策過程

におけるアクターおよびアリーナに注目して、改め

て先行研究の内容を整理すれば、以下のようになる。 
 まず、法人化前後～政権交代前（3-1）においては、

第 1 期中期目標期間のルール策定について、削減方

針を示す財務省に対し、国大協が反対声明を出した

上で組織的運動を展開し、結果として財務省から一

定の譲歩を引き出すことに成功した。また、第 1 次

安倍政権下の 2007 年には官邸・財務省の諸会議にお

いて広範な見直しの議論があり、経済財政諮問会議

の「骨太の方針」や、教育再生会議の報告にも盛り込

まれたものの、国大協等の反対もあり、大きな制度変

更に至ることはなかった。 
 次に、民主党政権（3-2）においては、第 2 期中期

目標期間の配分ルールについて、行政刷新会議（事業

仕分け）における議論が政策形成過程で影響を与え

た。同時に財務省も、予算編成過程における文科省と

の折衝の中で補助金等の政策形成を主導していた。 
 最後に、第 2 次安倍政権（3-3）においては、第 3
期中期目標期間の配分ルールについて、首相直属の

産業競争力会議・教育再生実行会議が大枠を設定し、

文科省が詰めの制度設計を行う形で政策形成が行わ

れた。また、2019 年度からの配分ルール改定につい

ては、経済財政諮問会議・財政制度等審議会が政策形

成を主導し、文科省・国大協の反対を押し切って、総

合科学技術・イノベーション会議における首相発言

という形で決定が行われた。 
 

4. 先行研究の課題と研究の展望 

 

4-1. 先行研究の課題 

以上、国立大学財政の政策過程に関する先行研究

を概観した。先行研究は、前節で見たように、主なイ

シューである運営費交付金の配分ルールを中心に、

関与したアクターや議論が行われたアリーナなど、

政策過程に関する事実を記述している。これは、政策

過程の実態を明らかにする点で、一定の意義がある

と言える。 
しかし一方で、以下の点は政策過程の研究におけ

る課題として残されているように思われる。 
第 1 に、各時期の分析の内容として、アクター間

の相互作用や、影響力の関係について不明瞭な点が

あることである。例えば民主党政権において、先行研

究では行政刷新会議と財務省が運営費交付金、補助

金の政策形成に影響を与えたことが指摘されている。

しかし、両者の関係、すなわち共同で政策立案を行っ

ていたのか、一方が主導権を握っていたのか、といっ

た点には先行研究は言及していない。また、第 2 次

安倍政権において、文科省は官邸主導の政策形成に

対し、詳細な制度設計の過程でいかなる対応を行っ

たのかといった点や、そもそも官邸主導を担う教育

再生実行会議と産業競争力会議がいかなる関係にあ

ったのかといった点は、政策形成・決定過程の実態の

解明に関して重要な点であるが、先行研究では十分

検討されていない。 
また、時期間を比較すると、国大協の影響力の低下

が見られるが、先行研究ではその要因は明らかにな

っていない。法人化前後は運営費交付金の減額に対

して強い反対を行って運動を展開し、譲歩を引き出

すことに成功しており、この段階ではいわゆる「拒否

権プレイヤー」であったと言える。しかしその後は、

共通指標の導入にあたって反対声明を出すものの押

し切られるなど（3-2-2）、目立った影響力を行使でき

ていない。仮に国大協が法人化直後の影響力を維持

できていれば、競争的配分の強化という政策の帰結

は異なったものになった可能性は否定できず、重要

な課題であると言えるが、先行研究は関心を向けて

いない。 
第 2 に、財務省・官邸諸会議の影響力が強調され

る一方、文科省の選好・利益は等閑視されている。確

かに両者は、国立大学財政の政策過程において主導

的な役割を果たしている。前者の財務省が予算編成

過程において関与することは自明であり、後者の官

邸諸会議については、特に第 2 次安倍政権において

実際に強い影響力を持っていると考えられる。しか

し、政策過程に主務官庁として関与する文科省の選

好・利益については、ほとんど捨象されていると言っ

てよい 21。主務官庁である文科省がいかなる選好・利

益を持って行動し、政策形成に関与しているかは、官

邸主導の下であっても政策の帰結に影響を与えうる

22
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3-4. 小括 

 以上、国立大学財政に関する政策過程を扱った先

行研究を概観した。前節までの時期ごとに、政策過程

におけるアクターおよびアリーナに注目して、改め

て先行研究の内容を整理すれば、以下のようになる。 
 まず、法人化前後～政権交代前（3-1）においては、

第 1 期中期目標期間のルール策定について、削減方

針を示す財務省に対し、国大協が反対声明を出した

上で組織的運動を展開し、結果として財務省から一

定の譲歩を引き出すことに成功した。また、第 1 次

安倍政権下の 2007 年には官邸・財務省の諸会議にお

いて広範な見直しの議論があり、経済財政諮問会議

の「骨太の方針」や、教育再生会議の報告にも盛り込

まれたものの、国大協等の反対もあり、大きな制度変

更に至ることはなかった。 
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4. 先行研究の課題と研究の展望 
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できていれば、競争的配分の強化という政策の帰結

は異なったものになった可能性は否定できず、重要

な課題であると言えるが、先行研究は関心を向けて

いない。 
第 2 に、財務省・官邸諸会議の影響力が強調され

る一方、文科省の選好・利益は等閑視されている。確

かに両者は、国立大学財政の政策過程において主導

的な役割を果たしている。前者の財務省が予算編成

過程において関与することは自明であり、後者の官

邸諸会議については、特に第 2 次安倍政権において

実際に強い影響力を持っていると考えられる。しか

し、政策過程に主務官庁として関与する文科省の選

好・利益については、ほとんど捨象されていると言っ

てよい 21。主務官庁である文科省がいかなる選好・利

益を持って行動し、政策形成に関与しているかは、官

邸主導の下であっても政策の帰結に影響を与えうる
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重要な要因であると考えられる。 
以上をまとめれば、先行研究には、①政策過程にお

けるアクター間の相互作用、影響力の関係について

の事実の解明、②文科省の選好・利益を考慮した分析、

の 2 点に関して課題があると考えられる。 
 
4-2. 研究の展望 

上述の課題のうち、第 1 の課題の解決にあたって

は、当事者へのインタビューを行い、より詳細に実態

を明らかにすることが考えられる。橋本（2014）は、

近年のアメリカにおける高等教育政策過程研究では

インタビューが多用され、分析手法の精緻化が図ら

れている一方、日本においてはインタビューを取り

入れた研究が未だ少ないとし、様々なアクターに積

極的にインタビューを広げていく必要性を指摘して

いる（橋本 2014:62）。これは国立大学財政の政策過程

に関しても妥当する指摘であろう。特に、予算編成過

程については公開される情報がきわめて少なく、先

に見たように民主党政権下での交渉が部分的に明ら

かになっているのみである。国大協の影響力に関し

ても、近年は外部に公開されている情報が少ないた

め、国大協の内部アクターからの聞き取りが重要で

あると考えられる。 
第 2 の課題については、財務省または官邸の主導

の下で、文科省がいかなる選好・利益の下に行動して

いるかを考慮した分析を行うことで、政策の帰結に

影響を与えているかを明らかにすることが考えられ

る。すなわち、文科省は財務省・官邸に対して従属的

立場に置かれているだけでなく、「制度からの制約を

踏まえたうえで自己の利益を再定義し、行動を選択

する」自律的なアクターであると捉え 22（秋吉

2015b:180）、国立大学財政の政策内容に影響を及ぼし

ているかを検討するという、新制度論に基づくアプ

ローチである。これは、財務省・官邸の影響力に全て

を還元する、いわば「文科省無力論」（青木 2019:4）
に安易に立つことなく、文科省を取り巻く「制度 23」

とそれに規定される選好・利益の両者に着目するも

のであり、競争的配分が維持・強化されるメカニズム

をより精緻に探索できる点で、国立大学財政に関す

る研究、より広くには高等教育政策の制度研究に貢

献する可能性があると考えられる。 

5. おわりに 

 
 本論文では、従来十分に注目されてこなかった、国

立大学財政の政策過程に焦点を当て、先行研究の到

達点を整理した上で、研究上の課題と展望を示した。

本論文は、国立大学財政の政策過程の研究の参照点

となり得る点、政策改善に間接的に貢献しうる点で、

一定の意義があると考えられる。 
 一方で本論文の課題としては、以下の 2 点が挙げ

られる。 
第 1 に、法人化以後のみを対象としたため、法人

化以前の研究の動向、ならびに法人化以前の制度や

政策過程に関する内容は含めることができていない。

競争的資金との関係も含め、国立大学財政に関する

諸問題は法人化以前もむろん存在していたのであり、

時期を拡げた分析を行うことにより、一貫した視座

で国立大学財政の政策過程に関する問題を捉えるこ

とが可能になると考えられる。 
第 2 に、科研費等の競争的資金を含めた科学技術

政策は対象とする範囲に含まれていない点である。

科学技術政策に関するアクターやその政策内容は、

国立大学財政の政策内容に影響を与える要因として

十分考えられる。国立大学財政は島（2012）の定義に

従えば公教育経費の配分であり、一義的には高等教

育政策である。しかし現実的には、科学技術政策が推

進する研究開発の主たる担い手は大学である（小林

2012:135）。また、科学技術政策の中心は科研費など

の競争的資金の配分であるが、競争的資金の拡大と

基盤的経費の充実は法人化以前からトレードオフと

して扱われてきた 24。第 2 期科学技術基本計画の策

定過程で基盤的経費の全廃を旧大蔵省が迫ったこと

は（3-1-1）この一例である。 
本稿で概観した範囲の先行研究では、国立大学財

政の政策過程について、科学技術政策に関するアク

ターに部分的に言及しているものはあった。しかし

上述の点を踏まえれば、国立大学財政の政策過程を

分析する上では、科学技術政策の形成・決定過程（例

えば科学技術基本計画の策定過程）においていかな

る議論がなされ、国立大学財政にいかなる影響を与

えていたかといった点も射程に含めることが必要で

あると考えられる。前章で提示した課題に即して言

23
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えば、文科省の行動を規定するものとして、科学技術

政策に関する「制度」も含める必要があると言えるだ

ろう 25。 
 

註 

 
1 学生数等の客観的な指標に基づいて算定される部

分に加え、各大学の教育研究活動の実態に応じて算

出される部分もあるために、実質的には「前年度にお

ける運営費交付金算定上の収入・支出予算を基準と

し」て配分されている（「国立大学法人運営費交付金

算定ルールの概要（資料 2-3）」）。配分の実態を分析

した研究については 2-2 を参照。 
2 文部科学大臣は、「6 年間において国立大学法人等

が達成すべき業務運営に関する目標を中期目標とし

て定め」ることとされており（国立大学法人法第 30
条）、この 6 年ごとの期間が、法人化された 2004 年

度を起点として「第○期中期目標期間」と呼ばれる。

具体的には、第 1 期＝2004～2009 年度、第 2 期＝2010
～2015 年度、第 3 期＝2016～2021 年度…である。 
3 ただし運営費交付金全体に占める割合は非常に少

ない。例えば 2019 年度の概算要求額における評価反

映分は 30 億円であり（2018 年度行政事業レビュー配

布資料「国立大学運営費交付金（文部科学省）」にお

ける「法人運営活性化支援」の額。なお、これが評価

反映分であるとの記載は「国立大学法人の業務運営

に関する FAQ」20 頁を参照）、運営費交付金（2019
年度予算）全体の約 0.3%にすぎない。 
4 「国立大学法人運営費交付金算定ルールの概要（資

料 2-3）」。 
5 「国立大学法人の現状等について（資料3-1）」19頁。 
6 係数値は、後述する「重点支援」の 3 つの枠組みに

よって 0.8%～1.6%の間で設定されている（「一般管

理経費化の仕組みについて（資料 3）」）。 
7 「第 2 期中期目標期間における国立大学法人運営費

交付金の配分ルールについて（案）（資料 6-1）」。 
8 これら重点支援の枠組みによる再配分、高等教育の

共通政策課題の支援分の財源は、第 2 期の特別経費

からの移行分に、機能強化促進係数による拠出分を

加えたものとされている（「国立大学関係の平成28年
度概算要求及び平成 28 年度税制改正要望について」

2 頁）。ただし、各年度の再配分額等の内訳は明らか

にされていない。註 12 も参照。 
9 「国立大学改革強化推進補助金交付要綱」第 3 条。 
10 文部科学省（2017）2 頁。 
11 文部科学省（2020）2 頁。なお、2017 年度からは

「国立大学経営改革促進事業」として計上されてい

る。 
12 「一般管理経費化の仕組みについて（資料 3）」10
頁。2017 年度に限って見れば、機能強化促進係数に

よる拠出分がこの財源に活用されているようである

（「文部科学省説明資料（資料 1）」）。ただし、係数に

よる拠出分と「重点支援」による再配分や当該補助金

の対応関係は詳細には明らかにされていない。 
13 福島（2014）も第 1 期中期目標期間の配分ルール

の策定過程に言及しているが、前節の大﨑（2011）の
引用部分が大半であるために省略する。 
14 「競争的資金の倍増を図っていく中で、教育研究基

盤校費及び研究員当積算庁費のいわゆる基盤的経費

については、競争的な研究開発環境の創出に寄与す

べきとの観点から、その在り方を検討する。」（「第 2
期科学技術基本計画 本文」） 
15 真渕（1994）の言葉を借りれば、第 2 期科学技術

基本計画に書き込まれたこの文言が「選択肢の制度」

（真渕 1994:59）として機能したとも言えよう。 
16 前節で見た大﨑（2011）では、2005 年度以降の効

率化係数・経営改善係数の適用方針は 2004 年 1 月に

明らかにされたとされており（光本 2011:146）、田中・

佐藤・田原（2018）の記述とは若干の不整合がないわ

けではない。ただ、田中・佐藤・田原（2018）は 2005
年度の予算編成過程において再度（正式に）検討がな

された過程を記述していると思われることから、こ

こではそのまま取り上げている。 
17 田中・佐藤・田原（2018）は、この年の経済財政諮

問会議における議論が、法人化後の大学改革につい

て「国が動き出すきっかけ」であり、「骨太 2007」に

掲げられた改革案の底流には「大企業を中心とする

財界の意向が働いていたと思われる」としている（田

中・佐藤・田原 2018:391）。ただし、具体的な根拠を

示すには至っていない。 
18 ただし、第 2 期中期目標期間の初年度である 2010
年度については、前年の政権交代によりルール策定

24
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年度予算）全体の約 0.3%にすぎない。 
4 「国立大学法人運営費交付金算定ルールの概要（資

料 2-3）」。 
5 「国立大学法人の現状等について（資料3-1）」19頁。 
6 係数値は、後述する「重点支援」の 3 つの枠組みに

よって 0.8%～1.6%の間で設定されている（「一般管

理経費化の仕組みについて（資料 3）」）。 
7 「第 2 期中期目標期間における国立大学法人運営費

交付金の配分ルールについて（案）（資料 6-1）」。 
8 これら重点支援の枠組みによる再配分、高等教育の

共通政策課題の支援分の財源は、第 2 期の特別経費

からの移行分に、機能強化促進係数による拠出分を

加えたものとされている（「国立大学関係の平成28年
度概算要求及び平成 28 年度税制改正要望について」

2 頁）。ただし、各年度の再配分額等の内訳は明らか

にされていない。註 12 も参照。 
9 「国立大学改革強化推進補助金交付要綱」第 3 条。 
10 文部科学省（2017）2 頁。 
11 文部科学省（2020）2 頁。なお、2017 年度からは

「国立大学経営改革促進事業」として計上されてい

る。 
12 「一般管理経費化の仕組みについて（資料 3）」10
頁。2017 年度に限って見れば、機能強化促進係数に

よる拠出分がこの財源に活用されているようである

（「文部科学省説明資料（資料 1）」）。ただし、係数に

よる拠出分と「重点支援」による再配分や当該補助金

の対応関係は詳細には明らかにされていない。 
13 福島（2014）も第 1 期中期目標期間の配分ルール

の策定過程に言及しているが、前節の大﨑（2011）の
引用部分が大半であるために省略する。 
14 「競争的資金の倍増を図っていく中で、教育研究基

盤校費及び研究員当積算庁費のいわゆる基盤的経費

については、競争的な研究開発環境の創出に寄与す

べきとの観点から、その在り方を検討する。」（「第 2
期科学技術基本計画 本文」） 
15 真渕（1994）の言葉を借りれば、第 2 期科学技術

基本計画に書き込まれたこの文言が「選択肢の制度」

（真渕 1994:59）として機能したとも言えよう。 
16 前節で見た大﨑（2011）では、2005 年度以降の効

率化係数・経営改善係数の適用方針は 2004 年 1 月に

明らかにされたとされており（光本 2011:146）、田中・

佐藤・田原（2018）の記述とは若干の不整合がないわ

けではない。ただ、田中・佐藤・田原（2018）は 2005
年度の予算編成過程において再度（正式に）検討がな

された過程を記述していると思われることから、こ

こではそのまま取り上げている。 
17 田中・佐藤・田原（2018）は、この年の経済財政諮

問会議における議論が、法人化後の大学改革につい

て「国が動き出すきっかけ」であり、「骨太 2007」に

掲げられた改革案の底流には「大企業を中心とする

財界の意向が働いていたと思われる」としている（田

中・佐藤・田原 2018:391）。ただし、具体的な根拠を

示すには至っていない。 
18 ただし、第 2 期中期目標期間の初年度である 2010
年度については、前年の政権交代によりルール策定
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が間に合わず、翌年度からの大学改革促進係数の設

定値とほぼ同率の削減がなされた（福島 2014:100）。 
19 第 3 期の配分ルール策定（「重点支援」による再配

分）にあたっては、同時に学長裁量経費の導入も決定

されたが、大学内の財務に関するイシューとしての

性質が強いため、本稿では割愛する。 
20具体的には、第 4 回産業競争力会議（2013 年 3 月

15 日）において下村文科大臣（当時）から「運営費

交付金の配分の見直しなどの国立大学の改革」を進

める旨が表明された（議事録 9 頁）。これを受けた形

で、第 6 回日本経済再生本部（2013 年 4 月 2 日）に

おいて各大臣に出された「総理指示」には、「運営費

交付金の戦略的配分」などの国立大学の改革パッケ

ージの取りまとめが盛り込まれた（【総理指示】第 4
回・第 5 回産業競争力会議の議論を踏まえた当面の

政策対応について 2 頁）。教育再生実行会議において

大学改革に関する議論が初めて行われたのは2013年
4 月 15 日の第 6 回会議であり、ここでは上述の産業

競争力会議における下村文科大臣の資料が提示され

た。 
21 青木（2019）も、近年、とりわけ第 2 次安倍政権

における政治主導教育改革を扱った研究について、

「文科省の政策選好や、アクターのなかでの立ち位

置といった視点についての実証的検証がなされてい

ない」と批判している（青木 2019:3）。 
22 近年の高等教育政策を巡る政治アクターの構造を

考察した吉田（2012）も、産業界が要求するグローバ

ル人材の育成に関するプログラムが様々実現されて

いることについて、文科省は予算獲得のために産業

界の意向をいかに取り入れるかという戦略も働くた

め、「産業界の影響力が行使された結果としてのみ読

むことは早急である」と指摘している（吉田 2012:61-
62）。 
23 しばしば指摘されるように、「制度」をどのように

定義するかについては様々な議論がある（秋吉

2015b:170-172；建林・曽我・待鳥 2008:38-42 など）。

どの範囲まで含めて検討するかは今後の課題とした

い。 
24 元文部科学事務次官の天城勲は、大蔵省との折衝

の経験を次のように振り返っている。「科研費の予算

をいかにして増やすかということは、文部省の学術

行政の中では、最大の課題だったんです。僕が会計課

長のときもそうでしたし、本当に科研費を伸ばそう

伸ばそうとして努力していたんです。ところが、大学

の予算との関係では、講座研究費があるんですね。講

座当りの研究費と科研費と、共に金額が大きいので、

予算折衝では最後に大蔵省と対立してしまうんです。

大蔵省が、『科研費を増やすのか、講座当りの研究費

を増やすのか』と迫るわけです。大蔵省から見れば、

両方とも大きいですからね。結局は大学に行く研究

費だから、『そんなに科研費にこだわるなら、講座研

究費を削る』とか、『講座研究費が大事なら、科研費

は増やせない』とか、そういう議論になってしまうん

です。それで、非常に苦労したんですね。とにかく、

我々も科研費を伸ばす努力をずっとしてきたし、講

座研究費を伸ばすことにも努力をしたんです（笑）」

（政策研究大学院大学 C.O.E.オーラル・政策研究プ

ロジェクト編 2002:247） 
25 省庁再編後の旧科技庁系の行動様式や旧文部省系

との関係の変化、総合科学技術・イノベーション会議

の事務局の体制といった点は重要な視点であろう

（村上 2019）。 
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